
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ７ 府 省 庁 名  文部科学省        

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（都市計画税） 

要望 

項目名 
ＰＦＩ法に規定する選定事業者が取得する国立大学の校舎に係る課税標準の特例措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

国立大学法人の施設整備に係るＰＦＩ事業（ＢＯＴ方式）の選定事業者が、政府の補助を受けて選定事業

により整備する校舎の用に供する家屋及び償却資産。 

 

 

 

・特例措置の内容 

国立大学法人の施設整備に係るＰＦＩ事業（ＢＯＴ方式）の選定事業者が、政府の補助を受けて選定事業

により整備する校舎に係る不動産取得税、固定資産税及び都市計画税の課税標準を２分の１とする。 

 

 

 

 

関係条文 

 

地方税法附則第１１条第８項、第１５条第１８項 

 

減収 

見込額 

［初年度］  －  （ ▲１６ ）   ［平年度］  －  （ ▲１６ ） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

国立大学法人において、事業内容に応じた適正なＰＦＩの活用を促進し、効率的かつ効果的な施設整備を

図る。 

 

 

 

（２）施策の必要性 

国立大学法人が自ら施設整備をする場合及び国立大学法人が施設を所有し、ＢＴＯ方式によりＰＦＩ事業

で施設整備をする場合は、不動産取得税等の資産課税が非課税となるが、民間事業者が施設を所有し、ＢＯ

Ｔ方式によりＰＦＩ事業で施設を整備する場合は、不動産所得税等の資産課税が課せられる。 

この資産課税の課税標準を２分の１とする特例措置の適用期限を延長することにより、民間事業者自ら責

任を持ち、経営能力等をより発揮しやすいＢＯＴ方式による施設整備を促進することができることから、本

特例措置の延長が必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年７月３０日法律

第１０７号）（抜粋） 

（基本理念） 

第三条 公共施設等の整備等に関する事業は、国及び地方公共団体（これらに係る公共法人を

含む。以下この条及び第七十七条において同じ。）と民間事業者との適切な役割分担並びに財政

資金の効率的使用の観点を踏まえつつ、行政の効率化又は国及び地方公共団体の財産の有効利

用にも配慮し、当該事業により生ずる収益等をもってこれに要する費用を支弁することが可能

である等の理由により民間事業者に行わせることが適切なものについては、できる限りその実

施を民間事業者に委ねるものとする。 

 

 

ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン（平成２５年６月６日 民間資金等活用

事業推進会議決定）（抜粋） 

３ 目標及び具体的取組 

上記の考え方を踏まえ、民間と地域の双方にとって魅力的なＰＰＰ／ＰＦＩ事業として、今後

１０年間（平成２５～３４年）で１２兆円規模に及ぶ下記の類型による事業を重点的に推進す

ることとし、目指す類型ごとの事業規模及びその推進のための具体的取組は、下記のとおりと

する。 

（１）公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業：２～３兆円 

（２）収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収するＰＦＩ事業等：３～４兆円 

（３）公的不動産の有効活用など民間の提案を活かしたＰＰＰ事業：２兆円 

（４）その他の事業類型：３兆円 

 

 

科学技術基本計画（平成２３年８月１９日 閣議決定）（抜粋） 

Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化 

４．国際水準の研究環境及び基盤の形成 

（１）大学及び公的研究機関における研究開発環境の整備 

①大学の施設及び設備の整備 

＜推進方策＞ 

・国は、国立大学法人が、長期的視野に立ったキャンパス全体の整備計画を策定するとともに、

施設マネジメントを一層推進するよう求める。また、寄付や自己収入、長期借入金、ＰＦＩ

（Private Finance Initiative）など、多様な財源を活用した施設整備を進めることを期待す

る。国は、税制上の優遇措置の在り方の検討を含め、これを支援するための取組を進める。 

 

 

教育振興基本計画（平成２５年６月１４日 閣議決定）（抜粋） 

第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策 

Ⅱ 四つの基本的方向性を支える環境整備 

＜５年間における具体的方策＞ 

基本施策２８ 大学等の財政基盤の確立と個性・特色に応じた施設整備 

【主な取組】 

２８－２ 個性・特色に応じた施設整備 

・国立大学等の施設について、優れた教育研究成果を生み出す拠点の形成、次代を担う優れた

人材を育成する環境整備，国立大学附属病院の再生など、大学等の機能強化につながる施設整

備を図る。また、施設マネジメントや多様な財源を活用した施設整備を一層進める。このため、

「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」を着実に実施する。 

 

 



 

政策の 

達成目標 

・国立大学法人において、事業内容に応じた適正なＰＦＩの活用を促進し、効率的かつ効果的

な施設整備を図る。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

・５年間の延長要望 

同上の期間中

の達成目標 

・ＢＯＴ方式のＰＦＩによる国立大学法人等施設整備の促進 

政策目標の 

達成状況 

・国立大学法人における、ＢＯＴ方式のＰＦＩ事業は、平成２５年度までに６件となっている。 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

・適用法人数：８６法人（国立大学法人） 

・要望する延長期間中の適用法人の範囲の見込み：３法人 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

・民間事業者自ら責任を持ち、経営能力等をより発揮しやすいＢＯＴ方式によるＰＦＩ事業を

促進することにより、国立大学法人における効率的かつ効果的な施設整備を図ることができる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

－ 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

・国立大学法人等施設整備費 

平成２５年度補正予算額：５２，５６５百万円 

平成２６年度予算額  ：５４，９８５百万円 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

・上記予算措置により、｢第３次国立大学法人等施設整備５か年計画｣(平成２３年８月２６日文

部科学大臣決定）に基づき、大学等の教育・研究機能を強化し、質の高い医療を提供するため、

耐震化（非構造部材の耐震対策含む）、老朽化対策、最先端研究施設の整備及び附属病院の再生

など施設の重点的・計画的整備を推進している。本要望に係る、国立大学法人がＢＯＴ方式の

ＰＦＩ事業で整備するケースでは、民間事業者が施設を所有することから、不動産所得税等の

資産課税が課せられるので、本特例措置により、この資産課税の課税標準を２分の１にするこ

とで、民間事業者自ら責任を持ち、経営能力等をより発揮しやすいＢＯＴ方式による施設整備

を促進でき、また、事業内容に応じた適切なＰＦＩ制度を活用した施設整備が図られるもの。 

要望の措置の 

妥当性 

・ＰＦＩ法により、公共事業等の整備等に関する事業は、民間事業者に行わせることが適切な

ものについては、できる限りその実施を民間事業者に委ねることが求められている。 

・本件、ＢＯＴ方式によるＰＦＩ事業としては、国立大学施設において、過去１１年間に６件

の特例措置が適用となったところ。 

・平成２５年６月のアクションプランにおいても、ＰＦＩ事業を更に推進していくこととされ

ており、国立大学法人の施設整備においても、民間事業者自ら責任を持ち、経営能力等をより

発揮しやすいＢＯＴ方式による施設整備を促進し、事業内容に応じた適切なＰＦＩ制度を活用

した施設整備が図られるよう、特例措置を延長することが必要である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

平成２２年度～平成２６年度実績 

・適用法人数：平成２４年度 ２法人、平成２５年度 １法人（国立大学法人） 

・減収額：平成２４年度 ２９，１９１千円（不動産取得税） 

平成２５年度 ２８，９８４千円（不動産取得税、固定資産税、都市計画税） 

平成２６年度 １９，８４８千円（固定資産税、都市計画税） 

・適用法人の範囲：８６法人（国立大学法人） 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

ＰＦＩ法に規定する選定事業者が取得する国立大学の校舎に係る課税標準の特例措置 

・不動産取得税 

課税標準（不動産の価格）：５５６，７８１千円 

・固定資産税 

課税標準（固定資産の価格）：６８，９２６千円 

・都市計画税 

課税標準（固定資産の価格）：６８，９２６千円 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

・国立大学法人がＢＴＯ方式のＰＦＩ事業で整備する場合は、不動産所得税等の資産課税が非

課税となるが、民間事業者が施設を所有するＢＯＴ方式のＰＦＩ事業では、不動産所得税等の

資産課税が課せられる。 

・特例措置により、この資産課税の課税標準を２分の１にすることで、民間事業者自ら責任を

持ち、経営能力等をより発揮しやすいＢＯＴ方式による施設整備を促進でき、また、事業内容

に応じた適切なＰＦＩ制度を活用した施設整備を図れる。 

前回要望時の 

達成目標 

・ＢＯＴ方式のＰＦＩによる国立大学等施設整備を、平成２２年度から平成２６年度までの５

年間に３件 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

・平成２２年度から平成２６年度までに、ＢＯＴ方式のＰＦＩによる国立大学法人の施設整備

を３件実施し、目標を１００％達成した。 

これまでの要望経緯 

・税制上の特例措置の新設年度：平成１６年度（２年延長） 

・税制上の特例措置の延長年度：平成１８年度（２年延長） 

・税制上の特例措置の延長年度：平成２０年度（２年延長） 

・税制上の特例措置の延長年度：平成２２年度（５年延長した上、廃止） 
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